
区 分

予 算 - 件
条 例 案 1 件 議案 1件
その他議案 - 件
認 定 - 件
報 告 - 件
提 出 - 件

計 1 件

◎条例案
（1件） 【1】

総務部

（主な改正内容）

(1)

① 特例措置の適用対象の改正

②

(2)

①

②

三重県半島振興対策実施地域における県税の特例措置に関する条例の一
部改正

三重県過疎地域における県税の特例措置に関する条例の一部改正

過疎地域内において設備を新設し、又は増設した者に対して行う事業

税、不動産取得税及び県固定資産税の特例措置について、地方交付税

による減収補てん措置の対象を規定する総務省令が改正されたため、当

該措置の対象が合致するよう、設備の新設又は増設の期限を、平成２５年

４月１日から平成２７年３月３１日まで２年間延長する。

その他規定を整備する。

その他規定を整備する。

特例措置の適用期限の延長

る。

ニ 対象設備の取得価額の下限額の引下げ

現行の一律の取得価額の下限額を、事業者の資本金規模等に応

じた取得価額の下限額に改める。

イ 対象業種の追加

旅館業を対象業種に追加する。

ロ 適用期限の設定

設備の新設又は増設の期限を、平成２７年３月３１日までとする。

ハ 対象設備の見直し

租税特別措置法第１２条第３項又は第４５条第２項の規定の適用を

受ける設備（半島振興対策実施地域のうち、市町長が産業の振興に

関する計画を策定し関係大臣が指定する地区内のもの）を対象とす

半島振興対策実施地域の区域内において設備を新設し、又は増設した

者に対して行う事業税、不動産取得税及び県固定資産税の特例措置に

ついて、地方交付税による減収補てん措置の対象を規定する総務省令が

改正されたため、当該措置の対象が合致するよう、次の改正を行う。

平成２５年三重県議会定例会提出予定議案概要（追加提案・その４）

件 名 概 要

山村振興法第十四条の地方税の不均一課税に伴う措置が適
用される場合等を定める省令等の一部を改正する省令による半
島振興法第十七条の地方税の不均一課税に伴う措置が適用され
る場合等を定める省令等の一部改正等に鑑み、県税の特例措置
についての規定を整備するものである。

三重県半島振興対策実
施地域における県税の特
例措置に関する条例等の
一部を改正する条例案

（公布の日から施行）

事業者の資本金規模等 取得価額の下限額 （参考）現行

個人・1,000 万円以下 500 万円以上

1,000 万円超 5,000 万円以下 1,000 万円以上

5,000 万円超 2,000 万円以上

2,700 万円超
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(３)

①

②

５００万円以上

その他規定を整備する。

三重県離島振興対策実施地域における県税の特例措置に関する条例の一
部改正

現行の一律の取得価額の下限額を、事業者の資本金規模等に応

じた取得価額の下限額に改める。

(イ) 製造業又は旅館業

(ロ) 情報サービス業等

受ける設備（離島振興対策実施地域のうち、市町長が産業の振興に

ニ 対象設備の取得価額の下限額の引下げ

ロ 適用期限の設定

設備の新設又は増設の期限を、平成２７年３月３１日までとする。

ハ 対象設備の見直し

租税特別措置法第１２条第３項又は第４５条第２項の規定の適用を

関する計画を策定し関係大臣が指定する地区内のもの）を対象とす

る。

特例措置の適用対象の改正

離島振興対策実施地域内において設備を新設し、又は増設した者に対

して行う事業税、不動産取得税及び県固定資産税の特例措置について、

地方交付税による減収補てん措置の対象を規定する総務省令が改正され

たため、当該措置の対象が合致するよう、次の改正を行う。

イ 対象業種の追加

情報サービス業等を対象業種に追加する。

事業者の資本金規模等 取得価額の下限額 （参考）現行

個人・5,000 万円以下 500 万円以上

5,000 万円超 1億円以下 1,000 万円以上

1 億円超 2,000 万円以上

2,700 万円超
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